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１．2022年３月期第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 4,300 97.4 401 ― 386 ― 342 ―

2021年３月期第１四半期 2,178 △27.6 △325 ― △328 ― △289 ―

(注)包括利益 2022年３月期第１四半期 342 百万円 ( ―％) 2021年３月期第１四半期 △289 百万円 ( ―％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 3.42 3.41

2021年３月期第１四半期 △4.53 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 38,111 5,194 13.6

2021年３月期 47,556 4,322 9.0

(参考) 自己資本 2022年３月期第１四半期 5,169 百万円 2021年３月期 4,296 百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2022年３月期 ―

2022年３月期(予想) ― ― ― ―

（注）2022年３月期の期末配当予想額につきましては、現時点で未定であります。

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 21,410 62.0 2,605 ― 2,545 ― 2,142 ― 21.37

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会

計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 101,056,500株 2021年３月期 98,254,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 60,000株 2021年３月期 60,000株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 100,101,665株 2021年３月期１Ｑ 64,011,135株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいております。

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P３「１.当四半

期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

また、2022年３月期の配当予想につきましては、業績動向等を見極めつつ決定することとしており、配当予想額

の開示が可能となった段階で速やかに公表いたします。

(決算補足説明資料の入手方法）

決算短信補足説明資料は当社ホームページに掲載する予定であります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2021年４月１日～2021年６月30日）の業績につきましては、売上高4,300百万円

（前年同四半期比97.4％増）、営業利益401百万円（前年同四半期は営業損失325百万円）、経常利益386百万円

（前年同四半期は経常損失328百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益342百万円（前年同四半期は親会社

株主に帰属する四半期純損失289百万円）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は以下のとおりであります。なお、各セグメントの売上

高の金額は、セグメント間の内部売上高を含めない数値を記載しております。

当社グループの報告セグメントは、業績評価、事業戦略の構築、経営資源の配分等を行ううえで重要性の高い

区分を基に決定しており、「エネルギー事業」、「自動車事業」、「レジリエンス事業」、「金融関連事業」及

び「その他事業」の５つで構成されております。なお、前第４四半期連結会計期間において決定された方針に基

づき、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。

（エネルギー事業）

これまで「エネルギー関連事業」は、電力小売事業と省エネコンサルティング事業をあわせて展開しており

ましたが、当第１四半期連結会計期間より、省エネコンサルティング事業を分離して、セグメント名称も「エ

ネルギー事業」としました。したがって、エネルギー事業は、電力小売事業のみから構成されます。

当第１四半期連結累計期間の電力小売事業は、低圧需要家の開拓が引き続き順調だったこともあり契約口数

が増加するとともに、2020年12月中旬から2021年１月下旬にかけて一般社団法人日本卸電力取引所（JEPX）に

おける電力価格高騰に際し適切に対応した結果、高圧需要家の総契約容量も引き続き安定的に推移しました。

また当該電力価格高騰の対応費用の一部を需要家から回収していることもあり、売上、利益ともに前年同四半

期を上回りました。

以上の結果、当セグメントの売上高は2,430百万円（前年同四半期比97.8％増）、セグメント利益（営業利

益）444百万円（前年同四半期比133.2％増）となりました。

（自動車事業）

自動車事業においては、中古車販売事業者との中古車売買及び中古車売買に関するコンサルティング等を行

っております。

中古車売買事業は、業者間売買であることもあり粗利率は低いものの、仕入から販売までの決済回収期間が

短いため、資本回転率の高いビジネスを実現しております。当第１四半期連結累計期間においては、前年同四

半期と比して、販売台数は増加したものの平均粗利率を下回る取引もあったことから、当第１四半期連結会計

期間は増収減益となりました。また、取引の実態を踏まえて、一部の販売取引につき、売上計上時期又は売上

計上額の変更を行っております。

以上の結果、当セグメントの売上高は1,097百万円（前年同四半期比32.9％増）、セグメント利益（営業利

益）５百万円（前年同四半期比19.7％減）となりました。

（レジリエンス事業）

これまで「エネルギー関連事業」に属していた省エネコンサルティング事業を、感染症対策関連事業と統合

して、当第１四半期連結会計期間より、「レジリエンス事業」といたしました。

当第１四半期連結会計期間においては、前連結会計年度から取り扱っている感染症対策関連商材の拡販に努

めるとともに、MA-T System関連の新商品「すごい水」や「SUGOMIZUマウスウォッシュ」）の本格的販売に着手

しました。また、これまでに蓄積したノウハウをもとに各種補助金等の活用支援に関するコンサルティングを

行いました。他方で、家庭用蓄電池システム（remixbattery）に関する販売を第２四半期以降開始することも

あり、当四半期は前年同四半期と比して減収減益となりました。

以上の結果、当セグメントの売上高は62百万円（前年同四半期比1.8％減）、セグメント損失（営業損失）65

百万円（前年同四半期はセグメント損失（営業損失）38百万円）となりました。
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（金融関連事業）

株式会社ビットポイントジャパン（以下「BPJ」という）が暗号資産交換業者として暗号資産交換所の運営を

行っており、暗号資産現物取引、暗号資産デリバティブ取引（レバレッジ取引）、暗号資産レンディング等の

サービスを提供しております。また、2021年５月10日付で金融商品取引法に基づく第一種金融商品取引業者と

して登録されました。それに伴い、当社が従来より実施していた投資取引のうち、暗号資産事業に関する投資

取引について、当第１四半期連結会計期間より営業取引として金融関連事業に含めております。

当第１四半期連結累計期間においては、前事業年度後半から新システム稼働に伴って増加した顧客取引が引

き続き好調だったこと、販促活動により口座数が順調に伸長するとともにアクティブユーザ数が増加したこと

などにより、大きく収益を伸ばすことができました。また、レバレッジ取引での取扱銘柄にリップル（XRP）及

びトロン（TRX）を新規に追加しラインアップを拡充しました。なお、当第１四半期連結会計期間より、当社が

保有する暗号資産事業に関連した投資についての収益費用を金融関連事業に含めております。

以上の結果、当セグメントの売上高は696百万円（前年同四半期比1,427.9％増）、セグメント利益（営業利

益）208百万円（前年同四半期はセグメント損失（営業損失）320百万円）となりました。なお、当セグメント

の売上高及びセグメント利益には、暗号資産事業に関連した投資に関する利益14百万円が含まれております。

（その他事業）

その他事業は、マーケティングコンサルティング事業のほか、新規に立ち上げた事業などを含んでおりま

す。なお、前年同四半期の業績にはセグメント損失を計上していた旅行関連事業の数値が含まれていることも

あり、対前年同四半期では減収増益となりました。

以上の結果、当セグメントの売上高は14百万円（前年同四半期比6.9％減）、セグメント利益（営業利益）９

百万円（前年同四半期比71.8％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、38,111百万円となり、前連結会計年度末（47,556百万円）

に比べ9,445百万円減少となりました。その主な要因は、利用者暗号資産8,790百万円、現金及び預金594百万円、

自己保有暗号資産485百万円の減少があったこと等によるものです。

負債合計は、32,917百万円となり、前連結会計年度末（43,233百万円）に比べ10,316百万円減少となりまし

た。その主な要因は、預り暗号資産8,790百万円、買掛金790百万円、預り金304百万円、未払金263百万円の減少

があったこと等によるものです。

なお、純資産は、5,194百万円となり、前連結会計年度末（4,322百万円）に比べ、871百万円の増加となりまし

た。その主な要因は、資本金194百万円、資本剰余金194百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によ

る利益剰余金342百万円の増加があったことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の業績予想につきましては、2021年５月14日公表の数値からの変更はありません。

なお、今後、業績予想の見直しが必要となった場合には、速やかに公表いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,895 2,300

売掛金及び契約資産 1,516 1,674

製品 ― 17

商品 264 284

原材料及び貯蔵品 ― 48

利用者暗号資産 32,724 23,934

自己保有暗号資産 3,176 2,691

差入保証暗号資産 312 284

預託金 3,890 3,699

差入保証金 743 781

営業投資有価証券 ― 272

その他 558 810

貸倒引当金 △37 △28

流動資産合計 46,043 36,769

固定資産

有形固定資産 28 30

無形固定資産

ソフトウエア 615 701

ソフトウエア仮勘定 74 ―

無形固定資産合計 689 701

投資その他の資産

投資有価証券 156 73

敷金及び保証金 464 511

固定化債権 2 16

その他 193 39

貸倒引当金 △20 △29

投資その他の資産合計 794 610

固定資産合計 1,513 1,341

資産合計 47,556 38,111
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,041 2,250

未払金 1,287 1,023

預り金 3,744 3,440

預り暗号資産 32,724 23,934

受入保証金 371 393

未払法人税等 81 73

借入暗号資産 1,844 1,697

関係会社事業損失引当金 2 2

賞与引当金 4 ―

その他 132 102

流動負債合計 43,233 32,917

負債合計 43,233 32,917

純資産の部

株主資本

資本金 5,808 6,002

資本剰余金 5,830 6,024

利益剰余金 △7,324 △6,839

自己株式 △18 △18

株主資本合計 4,296 5,169

新株予約権 26 24

純資産合計 4,322 5,194

負債純資産合計 47,556 38,111
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 2,178 4,300

売上原価 1,798 2,935

売上総利益 380 1,365

販売費及び一般管理費 705 963

営業利益又は営業損失（△） △325 401

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

違約金収入 ― 7

為替差益 ― 1

その他 0 0

営業外収益合計 1 9

営業外費用

支払利息 0 11

新株予約権発行費 2 1

株式交付費 1 4

投資事業組合運用損 ― 5

その他 0 2

営業外費用合計 4 25

経常利益又は経常損失（△） △328 386

特別利益

保険金収入 61 24

特別利益合計 61 24

特別損失

出資金評価損 9 ―

特別損失合計 9 ―

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△277 411

法人税、住民税及び事業税 12 69

法人税等合計 12 69

四半期純利益又は四半期純損失（△） △289 342

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△289 342
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △289 342

四半期包括利益 △289 342

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △289 342

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

当社グループは、当第１四半期連結会計期間において、第13回新株予約権の割当先であるリバイブ投資事業組

合が一部を行使したことに伴い新株式が発行されたため、資本金475百万円、資本準備金が475百万円増加してお

ります。

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

当社グループは、当第１四半期連結会計期間において、第15回新株予約権の割当先であるリバイブ投資事業組

合が一部を行使したことに伴い新株式が発行されたため、資本金155百万円、資本準備金が155百万円増加してお

ります。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、エネルギー事業において、従来は検針日基準による収益の計上処理（毎月、月末以外の日に実

施する検針により確認した使用量に基づき収益を計上する処理）を適用していた電力供給契約については、決

算月に実施した検針の日から決算日までに生じた収益を見積った上で認識する方法に変更しています。

また、自動車事業におけるオークションでの一部の販売取引について、顧客への財又はサービスの提供にお

ける役割（本人又は代理人）を判断した結果、従来は総額で収益を認識しておりましたが、純額で収益を認識

する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりませ

ん。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より

前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、

その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は21百万円増加し、売上原価は18百万円減少し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ40百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残

高は144百万円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動資産」に表示してい

た「売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたしまし

た。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示

方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号

2020年3月31日)第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約か

ら生じる収益を分解した情報を記載しておりません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日）。（以下「時価算定会計基準」

という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる当第１四半

期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

（営業投資有価証券）

当社は、暗号資産に関連するベンチャー企業等に投資を行ってまいりましたが、2021年５月10日付で子会社

である株式会社ビットポイントジャパンが第一種金融商品取引業者として登録されたことを契機として、当第

１四半期連結会計期間より、暗号資産事業に関連した投資の実行管理を行う部署を組織改定により明確にし、

投資事業を開始しました。

これに伴い、従来、連結貸借対照表上、固定資産の「投資その他の資産」の「その他」に含まれていた出資

金168百万円、「投資有価証券」に含まれていた有価証券104百万円をそれぞれ「営業投資有価証券」に振り替

えております。また、同投資事業に関連する利益14百万円は、売上高として計上しております。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当社グループは、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が少なくとも一定期間以上続くとの仮定のもと、四

半期連結財務諸表作成時において入手可能な情報に基づき会計上の見積りを会計処理に反映しております。し

かしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、第２四半期連結会計期間以降の

当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（セグメント情報等）

前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額

(注)２

エネルギー

事業
自動車事業

レジリエンス

事業

金融

関連事業

その他

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 1,228 825 63 45 15 2,178 ― 2,178

セグメント間の内部売上

高又は振替高
― ― ― 19 ― 19 △19 ―

計 1,228 825 63 65 15 2,198 △19 2,178

セグメント利益又は損失

（△）
190 6 △38 △320 5 △155 △169 △325

（注）１.セグメント利益又は損失(△)の調整額△169百万円は、主に報告セグメントに配分していない全社費用です。

全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額

(注)２

エネルギー

事業
自動車事業

レジリエンス

事業

金融

関連事業

その他

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 2,430 1,097 62 696 14 4,300 ― 4,300

セグメント間の内部売上

高又は振替高
― ― ― 36 ― 36 △36 ―

計 2,430 1,097 62 733 14 4,337 △36 4,300

セグメント利益又は損失

（△）
444 5 △65 208 9 602 △200 401

（注）１.セグメント利益又は損失(△)の調整額△200百万円は、主に報告セグメントに配分していない全社費用です。

全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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３.報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間より、業績管理区分の変更に伴い報告セグメントの変更を行っております。

これまでの「エネルギー関連事業」から電力小売事業と省エネコンサルティング事業を分離し、電力事業を

「エネルギー事業」とし、省エネコンサルティング事業と感染症対策関連事業とを統合して、「レジリエンス事

業」としております。また、「旅行関連事業」を「その他事業」に含めております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。

（会計方針の変更）に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメ

ントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「エネルギー事業」の売上高は40百万円

増加し、セグメント利益は40百万円増加しております。

「自動車事業」の売上高は44百万円減少し、セグメント利益は０百万円減少しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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